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　　　令和８年度小竹町下水道事業特別会計予算

　（総則）

第１条　令和８年度小竹町下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　(1)　給水戸数 １３１，０１５ ｍ3

　(2)　給水戸数 ６５３ 戸

　(3)　給水戸数 ２１６，９２９ 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　入

２６１，７３０ 千円

２５，９１９ 千円

２３５，８１１ 千円

支　　　出

２２５，２０２ 千円

１９５，８７０ 千円

２８，８３２ 千円

５００ 千円  第３項

  第２項
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  第１項 営 業 費 用

営 業 外 費 用

  第１項

（３）

営 業 収 益

  第２項

下 水 道 事 業 収 益

年 間 有 収 水 量

排 水 戸 数

主要な建設改良事業費

営 業 外 収 益

予 備 費

第１款

下 水 道 事 業 費 用

（１）

（２）

  第１款



　（資本的収入及び支出）

収　　　入

２３８，６９７ 千円

１１２，３００ 千円

７９，５００ 千円

８，５７４ 千円

１，７０６ 千円

３６，６１７ 千円

支　　　出

３３６，１５５ 千円

２１６，９２９ 千円

１１８，７２６ 千円

５００ 千円
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他 会 計 負 担 金

企 業 債 償 還 金

  第５項 他 会 計 出 資 金

予 備 費

  第２項

  第３項

　で補てんするものとする。）。

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９７，４５８千円は、当年度分

  消費税及び地方消費税資本的収支調整額６，２００千円、当年度分損益勘定留保資金５５，８６３千円、未処分利益剰余金３５，３９５千円

  第２項

資 本 的 収 入

建 設 改 良 費

  第１款

補 助 金

  第３項

資 本 的 支 出

  第１項

  第１項 企 業 債

  第１款

  第４項 負担金及び分担金



　（企業債）

 政府資金又は地方公共団体金融機構資金に
 ついてはその融通条件により、銀行その他
 の場合にはその債権者と協定するところに
 よる。ただし、企業財政の都合により据置
 期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上
 償還又は低利に借り換えることができる。
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過疎対策債 54,300 証書借入 5.0％以内

5.0％以内

 政府資金又は地方公共団体金融機構資金に
 ついてはその融通条件により、銀行その他
 の場合にはその債権者と協定するところに
 よる。ただし、企業財政の都合により据置
 期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上
 償還又は低利に借り換えることができる。

6,400流域下水道事業債 証書借入 5.0％以内

起債の目的 償還の方法利率

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

限度額

 政府資金又は地方公共団体金融機構資金に
 ついてはその融通条件により、銀行その他
 の場合にはその債権者と協定するところに
 よる。ただし、企業財政の都合により据置
 期間及び償還期限を短縮し、若しくは繰上
 償還又は低利に借り換えることができる。

証書借入51,600公共下水道事業債

起債の方法



　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

営業費用、営業外費用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場

　合は、議会の議決を経なければならない。

　(1)　給水戸数 ４４，０４７ 千円

　（他会計からの補助金）

第９条　下水道事業経営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、９３，１０５千円である。

　（利益剰余金の処分）

第１０条　当年度利益剰余金のうち３５，３９５千円は、次のとおり処分するものと定める。

第４条資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額の補てんとして３５，３９５千円

福岡県鞍手郡小竹町長　　井　上　頼　子

（１）

（１）職 員 給 与 費

    令和８年３月５日提出

（１）
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令 和 ８ 年 度

小竹町下水道事業特別会計予算に関する説明書



　



(単位：千円）

予 定 額 備 考

１ 下 水 道 事 業 収 益 261,730 

１ 営 業 収 益 25,919 

１ 下 水 道 使 用 料 25,856 

２ そ の 他 営 業 収 益 63 

２ 営 業 外 収 益 235,811 

１ 他 会 計 負 担 金 78,468 

２ 他 会 計 補 助 金 93,105 

３ 国 庫 補 助 金 500 

４ 長 期 前 受 金 戻 入 62,738

５ 消費税及び地方消費税還付金 1,000

(単位：千円）

予 定 額 備 考

１ 下 水 道 事 業 費 用 225,202 

１ 営 業 費 用 195,870 

１ 管 渠 費 7,230 

２ ポ ン プ 場 費 4,973 

３ 処 理 場 費 8,133 

４ 総 係 費 34,285 

５ 流域下水道維持管理負担金 22,638 

６ 減 価 償 却 費 118,611 

２ 営 業 外 費 用 28,832 

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 22,832 

２ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 6,000 

３ 予 備 費 500 

１ 予 備 費 500 

目

令 和 ８ 年 度 小 竹 町 下 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

項 目
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款

支 出

款 項



(単位：千円）

予 定 額 備 考

１ 資 本 的 収 入 238,697

１ 企 業 債 112,300

１ 建 設 改 良 企 業 債 112,300

２ 補 助 金 79,500
１ 国 庫 補 助 金 79,500

３ 他 会 計 負 担 金 8,574

１ 他 会 計 負 担 金 8,574

４ 負担金及び分担金 1,706

１ 受 益 者 負 担 金 1,706

５ 他 会 計 出 資 金 36,617

１ 他 会 計 出 資 金 36,617

(単位：千円）

予 定 額 備 考

１ 資 本 的 支 出 336,155 

１ 建 設 改 良 費 216,929 

１ 建 設 改 良 費 207,552 

２ 流 域 下 水 道 建 設 負 担 金 9,377 

２ 企 業 債 償 還 金 118,726 

１ 建 設 改 良 企 業 債 償 還 金 118,726 

３ 予 備 費 500 

１ 予 備 費 500 

資 本 的 収 入 及 び 支 出

支 出

款 項 目

項
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目款

収 入



１． 業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 30,053 千円
減価償却費 118,611 千円
引当金の増減額 42 千円
長期前受金戻入額 △ 62,738 千円
支払利息及び企業債取扱諸費 22,832 千円
未収金の増減額（△は増加） △ 132 千円
未払金の増減額（△は減少） △ 241 千円
小計 108,427 千円
支払利息及び企業債取扱諸費 △ 22,832 千円
業務活動によるキャッシュ・フロー 85,595 千円

２． 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 193,890 千円
無形固定資産の取得による支出 △ 8,525 千円
国庫補助金による収入 72,273 千円
受益者負担金及び分担金による収入 7,795 千円
他会計負担金及び他会計補助金による収入 1,550 千円
未収金の増減額（△は増加） △ 31 千円
未払金の増減額（△は減少） △ 12,079 千円
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 132,907 千円

３． 財務活動によるキャッシュ・フロー
企業債の償還による支出 △ 118,724 千円
企業債による収入 112,300 千円
他会計からの出資による収入 36,617 千円
財務活動によるキャッシュ・フロー 30,193 千円

資金増加額 △ 17,119 千円
資金期首残高 42,244 千円
資金期末残高 25,125 千円

　　　　（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
　　　　令和８年度小竹町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）
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１　総　括

給 料 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( ) 6 21,652 14,750 36,402 7,165 43,567 児童手当　　480千円

( ) 6 20,440 14,009 34,449 7,134 41,583 児童手当　　560千円

( ) 0 1,212 741 1,953 31 1,984 

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 休 日 勤 務 手 当 管理職員特別勤務

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 手当　　　　　(千円)

本 年 度 900 828 462 1,600 300 15 

前 年 度 1,116 846 415 1,600 300 15 

比 較 △216 △18 47 0 0 0 

勤 勉 手 当 退 職 手 当 地 域 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 4,221 0 915 

前 年 度 4,092 0 439 

比 較 129 0 476 

312 

298 

4,874 

前　年　度

比　　較

管 理 職 手 当
区 分

給 与 費 明 細 書

区 分

職 員 数
法 定 福 利 費

5,211 

△14 

手

当

の

内

訳

給 与 費

区 分

337 

期 末 手 当

本　年　度

合 計
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一 般 職 備 考



ア　会計年度任用職員以外の職員

給 料 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

( ) 6 21,652 14,750 36,402 7,165 43,567 児童手当　　480千円

( ) 6 20,440 14,009 34,449 7,134 41,583 児童手当　　560千円

( ) 0 1,212 741 1,953 31 1,984 

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 休 日 勤 務 手 当 管理職員特別勤務

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 手当　　　　　(千円)

本 年 度 900 828 462 1,600 300 15 

前 年 度 1,116 846 415 1,600 300 15 

比 較 △216 △18 47 0 0 0 

勤 勉 手 当 退 職 手 当 地 域 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 4,221 0 915 

前 年 度 4,092 0 439 

比 較 129 0 476 

298 

312 

5,211 

4,874 

337 
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一 般 職

手

当

の

内

訳

区 分
期 末 手 当

管 理 職 手 当

合 計

△14 

区 分

法 定 福 利 費
備 考

職 員 数 給 与 費

区 分

本　年　度

前　年　度

比　　較



２　給料及び手当の増減額の明細

　 　 　　- 10 -

増 減 額

          （千円）

給 料 1,212 給与改定に伴う 453 給与改定の状況 3.03%

増 減 分 　給与改定率

昇 給 に 伴 う 504 平均昇給率 3.48%

増 加 分

その他の増減分 255 採用分 0千円 職員数の異動状況

( そ の 他 ) ( 計 )

退職者分 0千円 　本年度 6人 0人 6人

　前年度 6人 0人 6人

異動による分 255千円 　増　減 0人 0人 0人

採用、退職の状況

　採用予定

　退職

手 当 741 制度改正に伴う 71 期末手当 36千円

増 減 分 勤勉手当 35千円

その他の増減分 670 管理職手当 △14千円

扶養手当 △216千円

住居手当 △18千円

通勤手当 47千円

時間外勤務手当 0千円

休日勤務手当 0千円

管理職員特別勤務手当 0千円

期末手当 301千円

勤勉手当 94千円

退職手当 0千円

地域手当 476千円

(現に在職する職員数)

前年度　　給与改定実施時期　　令和７年４月１日

備 考説 明
増 減 事 由 別 内 訳

区 分

                           （千円）



３　給料及び手当の状況

　(1)　職員１人当たり給与

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

　(2)　初　任　給

(円) (円) (円) (円)

単 純 労 務 職

２８２，８２５平 均 給 料 月 額

平 均 年 齢 ４２．６

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額

区 分

２２８，８００２２８，８００ ２０６，７００２０６，７００

一 般 行 政 職

一 般 行 政 職

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在

区 分

令 和 ８ 年 ４ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額

高 校 卒

大 学 卒 ２３２，０００

４０．３

単 純 労 務 職
備 考

２９９，７２５

単 純 労 務 職一 般 行 政 職

３４６，９１２

一 般 会 計 の 制 度

３２７，３８６

２３２，０００

備 考
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　(3)　級 別 職 員 数

（級別の基準となる職務）

一 般 行 政 職

主 任 技 師

区 分 １ 級 ２ 級 ６ 級

係 長技 師 課 長 補 佐

３ 級 ５ 級４ 級

事 務 主 査

課 長

技 師

主 任 主 事 参 事 補 佐 課 長

技 術 主 査
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主 事主 事

級 級

1 級 ( ) ( )  1 級 ( ) － ( ) －

2 級 ( ) 1 ( ) 16.7 2 級 ( ) － ( ) －

3 級 ( ) 2 ( ) 33.3 3 級 ( ) － ( ) －

令和８年４月１日 4 級 ( ) 2 ( ) 33.3 4 級 ( ) － ( ) －

5 級 ( ) 1 ( ) 16.7 5 級 ( ) － ( ) －

6 級 ( ) ( )  6 級 ( ) － ( ) －

合 計 ( ) 6 ( ) 100.0 合 計 ( ) － ( ) －

1 級 ( ) 1 ( ) 16.7 1 級 ( ) － ( ) －

2 級 ( ) ( )  2 級 ( ) － ( ) －

3 級 ( ) 3 ( ) 49.9 3 級 ( ) － ( ) －

令和７年４月１日 4 級 ( ) 1 ( ) 16.7 4 級 ( ) － ( ) －

5 級 ( ) ( )  5 級 ( ) － ( ) －

6 級 ( ) 1 ( ) 16.7 6 級 ( ) － ( ) －

合 計 ( ) 6 ( ) 100.0 合 計 ( ) － ( ) －

単 純 労 務 職

職 員 数 ( 人 ) 構 成 比 ( ％ )構 成 比 ( ％ )
区 分

一 般 行 政 職

職 員 数 ( 人 )



　(4)　昇　給

合 計 一 般 行 政 職 単 純 労 務 職 備 考

職　　員　　数 (A) (人) 6 6 

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 6 6 

３号給 (人)

４号給 (人) 5 5 

号 給 数 別 内 訳 ７号給 (人)   

８号給 (人) 1 1 

１２号給 (人)  

比　　　率　　　(B) / (A) (％) 100.0 100.0 

職　　員　　数 (A) (人) 6 6 

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) (人) 5 5 

３号給 (人)

４号給 (人) 5 5 

号 給 数 別 内 訳 ７号給 (人)

８号給 (人)

１２号給 (人)

比　　　率　　　(B) / (A) (％) 83.3 83.3 

本

年

度

 - 13 -

区 分

前

年

度
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　(5)　期末手当・勤勉手当

（月分）

本 年 度

前 年 度

一般会計の
制 度

　(6)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

一般会計の
制 度

(支給率等)

　(7)　その他の手当

区 分

管理職手当

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

地 域 手 当 同　じ

47.709 
定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置

 　(２％～４５％加算)
支 給 率 等

同　じ

同　じ

同　じ

同　じ

区 分

4.65  

（       ） 4.60  

（       ） 4.65  

2.30  

33.27075

2.325  

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

47.709 47.709 
定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置

 　(２％～４５％加算)

差異の内容

33.27075

備 考

有

有

そ の 他 の 加 算 措 置

有

2.325  

2.325  

最 高 限 度

(月分)

（       ）

３ ５ 年 勤 続 の 者

47.709 24.586875

(月分)

２ ０ 年 勤 続 の 者

区 分

2.30  

備 考
６ 月 合 計12 月

支 給 期 別 支 給 率

（ 月 分 ）

2.325  

２ ５ 年 勤 続 の 者

（       ）

（       ）

（       ）

（       ）

（       ）

(月分)

職制上の段階・職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

(月分)

（ 月 分 ）

24.586875

（       ）



１ 円 円 円

(1) 21,741,000

(2) 447,000

(3) 78,000 22,266,000

２

(1) 8,135,000

(2) 5,706,807

(3) 9,743,709

(4) 47,434,000

(5) 20,537,000

(6) 114,684,000

(7) 13,057,000 219,297,516

197,031,516

３

(1) 70,720,000

(2) 81,556,000

(3) 500,000

(4) 67,492,000 220,268,000

４

(1) 22,531,000

(2) 12,815,817 35,346,817 184,921,183

12,110,333

５

(1) 0 37,200 37,200

12,147,533

124,862,177

112,714,644

令 和 ７ 年 度 小 竹 町 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（ 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

総 係 費

雑 支 出

支払利息及び企業債取扱諸費

減 価 償 却 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

流域下水道維持管理負担金

経 常 損 失

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

他 会 計 負 担 金

資 産 減 耗 費

　  　  - 15 -

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用



１

(1) 円 円 円 円

イ 16,181,244

ロ 30,844,343

△3,446,466 27,397,877

ハ 4,125,021,096

△263,681,569 3,861,339,527

ニ 140,382,703

△15,305,596 125,077,107

ホ 4,889,996

4,034,885,751

(2)

イ 426,847,630

426,847,630

(3)

イ 2,444,645

2,444,645

4,464,178,026

２

(1) 42,244,546

(2) 2,033,500

44,278,046

4,508,456,072

３

(1) 1,869,312,346

1,869,312,346

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

土 地

減 価 償 却 累 計 額

（令和８年３月 ３１ 日）

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

令 和 ７ 年 度 小 竹 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

減 価 償 却 累 計 額

基 金

建 物

　  　  - 16 -

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

固 定 負 債 合 計

企 業 債

資 産 合 計

固 定 負 債

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

負 債 の 部

建 設 仮 勘 定



４

(1) 118,724,237

(2) 33,572,893

(3)

イ 3,135,000

ロ 631,000

3,766,000

(4) 575,900

156,639,030

５

(1) 2,320,590,072

(2) △ 181,394,699

2,139,195,373

4,165,146,749

６

(1) 132,659,665

(2) 81,753,770 214,413,435

214,413,435

７

(1)

イ 16,181,244

16,181,244

(2)

イ

ロ 112,714,644

112,714,644

128,895,888

343,309,323

4,508,456,072

負 債 合 計

　  　  - 17 -

引 当 金

賞 与 引 当 金

流 動 負 債

企 業 債

繰 延 収 益

資 本 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

未 払 金

法 定 福 利 費 引 当 金

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

引 当 金 合 計

資 本 の 部

剰 余 金

他 会 計 補 助 金

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 金

自 己 資 本 金

預 り 金

利 益 剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

資 本 合 計

繰 入 資 本 金



１

(1) 円 円 円 円

イ 16,181,244

ロ 30,844,343

△4,595,466 26,248,877

ハ 4,125,021,096

△359,091,569 3,765,929,527

ニ 140,382,703

△21,940,596 118,442,107

ホ 198,780,996

4,125,582,751

(2)

イ 419,955,630

419,955,630

(3)

イ 2,444,645

2,444,645

4,547,983,026

２

(1) 25,124,520

(2) 2,196,486

27,321,006

4,575,304,032

３

(1) 1,853,903,719

1,853,903,719

建 設 仮 勘 定

未 収 金

資 産 合 計

固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

基 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 物

有 形 固 定 資 産

土 地

流 動 資 産

資 産 の 部

機 械 及 び 装 置

（令和９年３月 ３１ 日）

令 和 ８ 年 度 小 竹 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

現 金 預 金

企 業 債

負 債 の 部

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

施 設 利 用 権

　  　  - 18 -



４

(1) 127,708,627

(2) 21,252,090

(3)

イ 3,171,000

ロ 637,000

3,808,000

(4) 575,900

153,344,617

５

(1) 2,402,209,072

(2) △ 244,132,699

2,158,076,373

4,165,324,709

６

(1) 132,659,665

(2) 118,370,770 251,030,435

251,030,435

７

(1)

イ 16,181,244

16,181,244

(2)

イ

ロ 142,767,644

142,767,644

158,948,888

409,979,323

4,575,304,032

預 り 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

繰 入 資 本 金

流 動 負 債

未 払 金

賞 与 引 当 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

引 当 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

企 業 債

長 期 前 受 金

他 会 計 補 助 金

　  　  - 19 -



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

1 下水道事業収益 261,730 245,018 16,712

1 営 業 収 益 25,919 23,993 1,926

1 下 水 道 使 用 料 25,856 23,915 1,941 公 共 下 水 道 使 用 料 15,574

農 業 集 落 排 水 処 理
施 設 使 用 料

10,282

2 その他営業収益 63 78 △15 手 数 料 63 排水設備責任技術者登録手数料 18,000円

排水設備指定工事店登録手数料 45,000円

2 営 業 外 収 益 235,811 221,025 14,786

1 他 会 計 負 担 金 78,468 70,720 7,748 他 会 計 負 担 金 78,468 一般会計負担金

2 他 会 計 補 助 金 93,105 87,781 5,324 他 会 計 補 助 金 93,105 一般会計補助金

3 国 庫 補 助 金 500 500 0 国 庫 補 助 金 500 社会資本整備総合交付金

4 長期前受金戻入 62,738 61,024 1,714
長 期 前 受 金
国 庫 補 助 金 戻 入

29,053

長 期 前 受 金
県 補 助 金 戻 入

13,238

長 期 前 受 金
他 会 計 補 助 金 戻 入

13,092

長 期 前 受 金
受 益 者 負 担 金 戻 入

2,129

長 期 前 受 金
受贈財産評価額戻入

94

そ の 他 長 期 前 受 金
戻 入

5,132

5
消費税及び地方消
費 税 還 付 金

1,000 1,000 0
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 還 付 金

1,000

説 明

令和８年度小竹町下水道事業特別会計予算実施計画明細書

款 目
節
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比 較項

収　　　益　　　的　　　収　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

1 下水道事業費用 225,202 231,763 △6,561

1 営 業 費 用 195,870 208,732 △12,862

1 管 渠 費 7,230 8,942 △1,712 光 熱 水 費 24 マンホールポンプ電気料

通 信 運 搬 費 36 マンホールポンプ電話料

委 託 料 4,075 汚水処理施設管理委託料

使 用 料 及 び 賃 借 料 49 土地借上料

修 繕 費 1,000

材 料 費 2,046

2 ポ ン プ 場 費 4,973 4,940 33 備 消 品 費 50 消耗品費

光 熱 水 費 2,571 電気料 2,310,000円

水道料 261,000円

通 信 運 搬 費 36 電話料

委 託 料 1,420 雨水排水ポンプ操作委託料 250,000円

汚水処理施設管理委託料 1,170,000円

修 繕 費 750

材 料 費 119

保 険 料 27 建物災害保険料

3 処 理 場 費 8,133 9,264 △1,131 備 消 品 費 350 消耗品費

燃 料 費 11

光 熱 水 費 4,200 電気料 3,150,000円

水道料 1,050,000円

通 信 運 搬 費 36 電話料

委 託 料 2,516 汚水処理施設管理委託料 1,845,000円

電気工作物保安業務委託料 132,000円

点検業務委託料 539,000円

目 比 較項 説 明

収　　　益　　　的　　　支　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

款
節
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(単位：千円)

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

修 繕 費 1,000

保 険 料 20 建物災害保険料

4 総 係 費 34,285 49,683 △15,398 給 料 10,567 職員給

手 当 等 5,863 諸手当

賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,880 賞与引当金繰入額 1,563,000円

法定福利費引当金繰入額 317,000円

法 定 福 利 費 3,233 福岡県市町村職員共済組合負担金 3,209,000円

地方公務員災害補償基金負担金 24,000円

旅 費 121 普通旅費

備 消 品 費 1,000 消耗品費

印 刷 製 本 費 5

通 信 運 搬 費 122 郵便料

委 託 料 6,465 下水道台帳システム等保守管理業務委託料 1,287,000円

口座振替ＭＴ編集処理委託料 45,000円

会計システム保守管理業務委託料 2,053,000円

会計支援業務委託料 3,080,000円

使 用 料 及 び 賃 借 料 617 台帳システム機器等借上料

手 数 料 2,585 公共下水道使用料徴収事務手数料 2,410,000円

口座振替手数料 23,000円

ビジネスバンキングｗｅｂ一括伝送手数料 44,000円

ＡＤＰ手数料 53,000円

収納事務手数料 55,000円

負 担 金 641 研修会負担金 261,000円

全国町村下水道推進協議会県支部会費 20,000円

日本下水道協会会費 47,000円

九州地方下水道協会会費 9,000円

　　　　　　　　　　　　　- 22 -

目項
節

比 較款 説 明



(単位：千円)

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

福岡県下水道協会会費 45,000円

遠賀川中流流域下水道促進協議会会費 69,000円

遠賀川中流流域下水道展負担金 52,000円

地域環境資源センター会費 20,000円

土地改良事業団体連合会特別賦課金 118,000円

補 助 金 1,186 水洗便所改造資金融資利子補給金 15,000円

水洗便所改造補助金 1,000,000円

受益者負担金一括納付報奨金 171,000円

5
流域下水道維持管
理 負 担 金

22,638 22,590 48
流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

22,638 遠賀川中流流域下水道維持管理負担金

6 減 価 償 却 費 118,611 113,313 5,298 有 形 固 定 資 産 103,194 建物減価償却費 1,149,000円

減 価 償 却 費 構築物減価償却費 95,410,000円

機械及び装置減価償却費 6,635,000円

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

15,417 流域下水道施設利用権減価償却費

2 営 業 外 費 用 28,832 22,531 6,301

1
支払利息及び企業
債 取 扱 諸 費

22,832 22,531 301 企 業 債 利 息 22,832 町債利子償還金

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

6,000 0 6,000
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

6,000

3 予 備 費 500 500 0

1 予 備 費 500 500 0 予 備 費 500

目 比 較
節

説 明款
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項



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

1 資 本 的 収 入 238,697 187,269 51,428

1 企 業 債 112,300 93,600 18,700

1 建設改良企業債 112,300 93,600 18,700 建 設 改 良 企 業 債 112,300 公共下水道事業債 51,600,000円

流域下水道事業債 6,400,000円

過疎対策債 54,300,000円

2 補 助 金 79,500 59,500 20,000

1 国 庫 補 助 金 79,500 59,500 20,000 国 庫 補 助 金 79,500 社会資本整備総合交付金

3 他会計負 担金 8,574 8,318 256

1 他 会 計 負 担 金 8,574 8,318 256 他 会 計 負 担 金 8,574 一般会計負担金

4 負 担 金 及 び 1,706 176 1,530

分 担 金 1 受 益 者 負 担 金 1,706 176 1,530 受 益 者 負 担 金 1,706

5 他会計出 資金 36,617 25,675 10,942

1 他 会 計 出 資 金 36,617 25,675 10,942 他 会 計 出 資 金 36,617 一般会計出資金

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

1 資 本 的 支 出 336,155 293,858 42,297

1 建 設 改 良 費 216,929 182,510 34,419

1 建 設 改 良 費 207,552 170,538 37,014 給 料 11,085 職員給

手 当 等 6,196 諸手当

賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,928 賞与引当金繰入額 1,608,000円

法定福利費引当金繰入額 320,000円

法 定 福 利 費 3,295 福岡県市町村職員共済組合負担金 3,271,000円

地方公務員災害補償基金負担金 24,000円

資　　　本　　　的　　　支　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

節
比 較目項 説 明

款

款

比 較 説 明
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節
目項

資　　　本　　　的　　　収　　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)



本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 定 額 区 分 金 額

備 消 品 費 236 消耗品費

燃 料 費 106

印 刷 製 本 費 100

委 託 料 42,500 勝野地区汚水管渠実施設計業務委託料 24,180,000円

赤地地区汚水管渠実施設計業務委託料 18,120,000円

測量設計業務委託料 200,000円

工 事 請 負 費 104,779 勝野２地区汚水管渠築造工事 19,600,000円

御徳２地区汚水管渠築造工事 29,900,000円

小竹駅１号線汚水管渠築造工事 41,380,000円

公共下水道事業関連工事 10,000,000円

新規取付管工事 1,000,000円

南良津地区真空ポンプ空気管移設工事 273,000円

南良津処理場記録計更新工事 1,826,000円

新規取付管管路敷設工事 800,000円

使 用 料 及 び 賃 借 料 2,159 自動車借上料 264,000円

設計積算システム借上料 1,785,000円

プリンター借入料 110,000円

手 数 料 134 コンビニ収納事務委託手数料

補 償 金 35,020 汚水管渠築造工事に伴う水道補償費

保 険 料 14 自動車損害共済分担金

2
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

9,377 11,972 △2,595
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

9,377 遠賀川中流流域下水道建設費負担金

2 企業債償 還金 118,726 109,683 9,043

1
建設改良企業債
償 還 金

118,726 109,683 9,043
建 設 改 良 企 業 債
償 還 金

118,726 町債元金償還金

3 予 備 費 500 500 0

1 予 備 費 500 500 0 予 備 費 500

〇 固定資産購入費 0 1,165 △1,165

〇
有 形 固 定 資 産
購 入 費

0 1,165 △1,165 土 地 購 入 費 0

節
説 明款 目項

(単位：千円)

比 較
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注記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　1．資産の評価基準及び評価方法

　　(1)たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　貯蔵品　先入先出法による原価法
　2．固定資産の減価償却の方法
    (1)有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　定額法
　　　　・主な耐用年数

　　　　　　建物　　　　　　 　15年　～　50年
　　　　　　構築物             34年　～　50年
　　　　　　機械及び装置        6年　～　20年
　　(2)無形固定資産

　　　　・減価償却の方法　定額法
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　施設利用権　　　　　　　45年
　3．引当金の計上方法
　　(1)賞与等引当金
　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

 　　　基づき当年度の負担に属する額を計上している。
　4．消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．セグメント情報
　1．報告セグメントの概要
　　　小竹町下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定し
　　ていることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。
　　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事 業 区 分 事 業 内 容

公 共 下 水 道 事 業 下水道法上の下水道である公共下水道において汚水処理を行うもの

農業集落排水事業 下水道法上の下水道以外の農業集落排水施設において汚水処理を行うもの
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　2．報告セグメントごとの営業収益等
　　 当年度（令和８年４月１日～令和９年３月３１日）

（単位：千円）

公 共 下 水 道 事 業 農業集落排水事業 合 計

14,222 9,348 23,570

140,808 50,148 190,956

126,586 40,800 167,386

28,375 1,678 30,053

3,986,749 588,555 4,575,304

3,762,976 402,349 4,165,325

他会計負担金 66,350 12,118 78,468

他会計補助金 77,356 15,749 93,105

減価償却費 90,808 27,803 118,611

固定資産の増加 105,326 △ 21,521 83,805

セグメント負債

その他の項目
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営業収益

営業費用

営業損失

経常利益

セグメント資産


